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経済と環境に影響する杭・地盤改良工事

大型建築物の建設では、以前から杭・地盤改良工事
（以下、「地盤改良工事」と表現します）が行われてい
ましたが、2000年に「住宅の品質確保の促進等に関
する法律」（住宅品質確保促進法）が制定されてからは、
住宅分野でも地盤改良工事（写真１）を行うことが増
加しています。

地盤改良工事では、事前に地盤の状況を調査し、採
用する工法を選択・仕様決定を行った後に施工されま
す。しかし、施工記録の改ざんや、地盤改良工事を行
っても不同沈下が発生するなど、工法の選択や仕様の
決定、施工・品質管理などが原因となる問題も発生し
ています。

また、最近では、過去に施工した杭の撤去工事が急
激に増加していますが、その撤去費用は、施工する時

と比べ高額になることが多いのが実情です。そして、
その撤去費用は土地の価値を下落させる要因となりま
す。特に、借地に建てられた商業施設などの建物を撤
去した後で、土地を返還する場合の地中に残された杭
の撤去費用の負担や、土地の売買においても、売買が
　完了した後で地中に残存する杭や、杭を撤去した後
の空洞が発覚し、その対処にかかる費用負担に関して
トラブルに発展することもあります。

さらに、全産業を対象として地球温暖化などの環境
問題への対応やSDGsへの取組も求められており、最
近では、建築に使われる資材などのCO2排出量の明
示を求める動きも顕在化してきました。

今回は、住宅などの小規模な建築物における地盤改
良工事に関して、工法の選択・施工・品質管理、土地
の価値への影響、環境への影響の面から、宅地建物の
取引に携わる方々の経営リスクを低減するための対策
について、関連する法規制なども含めご紹介させてい
ただきます。

住宅の地盤改良の種類

現在、１年間に新築される戸建て住宅は約40万戸
程度、その約半数の20万戸程度で地盤改良工事が行
われていると言われています。

その際に使用される地盤改良工事では、主に「セメ
ント（セメント系固化材）」か「鋼管」が使われてい
ます（図１）。詳しくは、次回以降に解説しますので、
ここでは簡単に説明します。セメントを使用する地盤
改良工事では、セメントと現地の土を混ぜて表層の地
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写真１　地盤改良工事の様子
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盤を板状に固める表層改良工法や、セメントと土を混
ぜて柱状に固める柱状改良工法により住宅を支えます。
鋼管杭工法は、文字通り鉄の管を地面に打ち込み、そ
の鉄の管で住宅を支えます。

それ以外にも、最近では木材、補強シート、砕石、
発泡スチロールなど様々な材料を用いる地盤改良工法
が開発されていますが、どの地盤にでも使える万能な
地盤改良工法はありません。地盤改良工事を行う場合
は、その地盤状況や周辺環境を十分考慮し最適な工法
を選択するとともに、適切な品質管理のもとで施工す
ることが求められます。

CO2排出量・地中に残置するモノ・土壌汚染

地盤改良工事で使われる材料は、生産段階でCO2

を排出しますが、その排出量は材料により大きく異な
ります。

また、地盤改良工事では「セメントで固めた土」や
「鋼管」が地中に作られ、そのまま残置します（写真２）。

更に、セメントを使う地盤改良工事では、「六価ク
ロム」が土壌環境基準を超える可能性があり、公共工
事においては、事前に現地の土とセメントを混合し土
壌環境基準を超えないかなどを確認することが発注官
庁から工事請負業者に求められています（国土交通省
通達　2000年３月）。しかし、民間工事では同様の確
認が行われていないことが多いのではないでしょうか。

以上のように、建物が建ってしまうと目に見えない
工事ではありますが、地盤改良工事は将来にわたり地

球環境に影響する工事です。

土地の価値が下落する可能性

地盤改良工事は、住宅など建築物を守るための重要
な工事ですが、土地を売ろうとする際、地中に地盤改
良工事で作られたモノが埋まっていたり、土壌が汚染
されていたりした場合、それらの撤去・除去費用が土
地の価格から差し引かれ、地価が下落する可能性があ
ります。地下埋設物による不動産評価の下落は、
2016年の森友学園問題でも大きく取りざたされまし
た。

地盤改良工事に関する法規制

以上のように、地盤改良工事は、地球環境や土地の
価値に影響する工事です。ここで、関連する法規制等
を見てみます。

①住宅品質確保促進法（2000年４月施行）国土交
通省

住宅性能表示や新築住宅の瑕疵担保期間10年
の義務化などについて、住宅会社の責任を明確に
した法律です。この法律の施行後、住宅では地盤
改良工事が急増しました。

②地盤改良工事に関する通達（2000年3月）国土交
通省

公共工事において、セメントを使用する地盤改
良工事では、事前に六価クロムの溶出試験を実施
し、土壌環境基準に適した措置を行うことを求め

写真２　「セメントで固めた土」、「鋼管」を掘り出した様子図１　主な地盤改良工事
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る通達です。しかし、民間
工事では、規制されていま
せん。

③不動産鑑定評価基準の改定
（2002年７月）国土交通省

不動産の鑑定評価を行う
基準である「不動産鑑定評
価基準（国土交通省）」に
おいて、土地の価値に影響
を及ぼす要因として、「土
壌汚染」「地下埋設物」が
追加されました。

④土壌汚染対策法（2003年
２月施行）環境省

土壌汚染の状況の把握、
土壌汚染による人の健康被
害の防止に関する措置等の土壌汚染対策の実施を
図ることにより、国民の健康を保護することを目
的とした法律です。

ではなぜ、これらのことがあまり知られていないの
でしょうか。地盤改良工事には、上記の法規制などが
関連していますが、民間市場で行う地盤改良工事が規
制されているわけではありません。さらに、法規制ご
とに管轄する省庁や部署、関連する業界分野がそれぞ
れ異なります（図２）。このことが、地盤改良工事に
おける地価や環境への影響がわかりづらい一因となっ
ているように思います。

「土地の価値への影響」の説明が必要

土地は個人・法人の大切な資産であり、金融機関の
担保です。地盤改良工事は、その価値に大きく影響す
る工事です。これまで述べてきたような、品質、土地
の価値、地球環境に関することは、土地所有者、施主
様はほとんど知らないのが実情です。特に「土地の価
値への影響」は、土地所有者の資産価値に直接影響す
るため、住宅を建てる場合や土地の売買においての説
明義務という面からも注意が必要です。

最近ではこれらの課題にも配慮した地盤改良工法も
開発されています。住宅を建てるときに地盤改良が必

要な場合は、「ひとつの工法と価格だけ」を提案する
のではなく、できれば「複数の選択肢」を示し、「価
格と共に土地の価値や環境への影響」について、顧客
の判断を支援する情報を提供することが、顧客満足を
高めるとともに説明不足によるトラブルを回避するこ
とからも必要です。また、土地の売買においては、過
去に地盤改良工事で作られた地中に残置するモノや、
それを撤去した後の地盤の空洞の有無についても注意
が必要です。

顧客満足の向上と、経営リスクの低減のために

世界中で求められているSDGsへの取組や、土地の
価値への影響などの社会的課題と密接に関係する地盤
改良工事に関する知識や情報は、不動産取引にかかわ
る方々にとって、今後ますます重要になってくると思
われます。しかし、地盤改良工事に関する品質、土地
の価値、環境への影響について総合的な情報を得るこ
とは非常に困難です。

この連載では、全５回にわたり、戸建て住宅でよく
使用される地盤改良工法の選択方法、施工・品質管理
等と共に、土地の価値への影響、環境への影響につい
て、不動産取引における顧客満足の向上と経営リスク
の低減という視点から総合的にご紹介します。

図２　地盤改良工事に関連する法規制と管轄する省庁、認識する業界の関係
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